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25.9  
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36.0  
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24.6  
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2.3  
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12.0  

9.2  
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14.4  

6.6  

6.3  

5.4  

10.9  

9.0  

8.3  

5.4  

4.7  

4.6  

2.6  
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1.7  

5.1  

6.1  

5.9  

2.8  

4.2  

4.1  

3.1  

3.0  

2.9  

1.8  

0.9  

2.0  

4.1  

6.2  
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2.8  

2.4  

3.4  

2.8  

1.0  

1.3  

0.8  

0.3  

0.5  

0.6  

0.5  

0.7  

0.3  

0.3  

0.3  

0.3  

0.6  

1.1  

0.7  

0.6  

0.6  

0.4  

0.4  

0.4  

0.2  
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家庭生活で（平成１４年） 

家庭生活で（平成24年） 

家庭生活で（平成28年） 

職場で（平成１４年） 

職場で（平成24年） 

職場で（平成28年） 

学校教育の場で（平成１４年） 

学校教育の場で（平成24年） 

学校教育の場で（平成28年） 

政治の場で（平成１４年） 

政治の場で（平成24年） 

政治の場で（平成28年） 

法律や制度の場で（平成１４年） 

法律や制度の場で（平成24年） 

法律や制度の場で（平成28年） 

社会通念・慣習・しきたりなどで（平成１４年） 

社会通念・慣習・しきたりなどで（平成24年） 

社会通念・慣習・しきたりなど（平成28年） 

社会全体で（平成１４年） 

社会全体で（平成24年） 

社会全体で（平成28年） 

（％） 

男女の地位の不平等感についての意識（全国・男女計） 

男性のほうが非常に優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている 
平等 どちらかといえば女性のほうが優遇されている 
女性のほうが非常に優遇されている わからない 

「「男性のほうが優遇されている」と考える人の割合は、減少しているものの依然として高い。また「社会全体」と法律や制度の場」においては、24年と比べ28年
の割合が増えている。 

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」による。平成１４年は７月、平成２４年は１０月、平成28年は９月調査。。 
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1.9  
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1992年11月調査 

1995年7月調査 

2000年2月調査 

2002年7月調査 

2004年11月調査 

2007年8月調査 

2009年10月調査 

2012年10月調査 

2015年8月調査 

2016年9月調査 

(％) 

女性が職業を持つことへの意識（全国・男女計） 

女性は職業をもたない方がよい 結婚するまでは職業をもつ方がよい 

子どもができるまでは, 職業をもつ方がよい 子どもができてもずっと職業を続ける方がよい 

子どもができたら職業をやめ, 大きくなったら再び職業をもつ方がよい その他 

わからない 

資料：内閣府「男女共同参画に関する世論調査(1992～2012,2016)」、「女性の活躍に関する世論調査(2015)」による。 

「子どもができてもずっと職業を続ける方が良い」と考える人の割合が上昇する傾向が続き、2016年の調査で初めて50％を超えた。 
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昭和５４年 

平成４年 

平成９年 

平成１４年 

平成１６年 

平成１９年 

平成２１年 

平成２４年 

平成２６年 

平成２８年 

（％） 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」との考え方への意識（女性)：全国 

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 

資料：内閣府「男女共同参画に関する世論調査(1992～2012、2016)」、「女性の活躍に関する世論調査(2015)」による。 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」との考え方について、女性のうち、「賛成」・「どちらかといえば賛成」と考える人の割合は年々減少傾向が続
いていたものの、平成２４年の調査で初めて増加に転じたが、その後の調査では再び減少している。 
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昭和５４年 

平成４年 

平成９年 

平成１４年 

平成１６年 

平成１９年 

平成２１年 

平成２４年 

平成２６年 

平成２８年 

（％） 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」との考え方への意識（男性）：全国 

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 

資料：内閣府「男女共同参画に関する世論調査(1992～2012、2016)」、「女性の活躍に関する世論調査(2015)」による。 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」との考え方について、男性のうち、「賛成」・「どちらかといえば賛成」と考える人の割合は平成９年調査時よ
りは減少し平成１４年以降はほぼ横ばい状態が続いていたものの、平成２４年の調査では増加に転じたが、その後の調査では再び減少している。 
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42.8  

55.9  

65.0  

0 10 20 30 40 50 60 70

その他、特にない、わからない 

男性のポストが減り、男性が活躍しづらくなる 

今より仕事以外のことが優先され、業務に支障を来すことが多くなる 

保育・介護等の公的サービスの必要性が増大し、家計負担及び公的負担が増大 

国際社会から好印象を得ることができる 

労働時間の短縮など働き方の見直しが進む 

男性の家事・育児への参加が増える 

男女問わず仕事と家庭の両方を優先しやすい社会になる 

人材・労働力の確保につながり社会全体に活力を与えることができる 

多様な視点が加わることにより新たな価値や商品・サービスが創造される 

女性の声が反映されやすくなる 

男女問わず優秀な人材が活躍できるようになる 

女性の活躍が進んだ時の社会・組織等の姿（全国） 

資料：内閣府「女性の活躍に関する世論調査(2015)」による。 

 各分野において女性の参加が進んだ場合の影響については、「男女問わず優秀な人材が活躍できるようになる」との回答が65.0％と最も高くなってい
る（複数回答）。 

総数（N=3,037人、M.T.=314.7％） 

％ 
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2.2  
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4.8  

13.4  

24.7  

26.1  

31.3  

52.1  

56.5  

0 10 20 30 40 50 60 70

その他、特にない、わからない 

周囲から冷たい目で見られる 

男性は家事・育児を行うべきではない 

妻が家事・育児をしていないと誤解される 

家事・育児は女性の方が向いてる 

仕事と両立させることは、現実として難しい 

男性自身も充実感が得られる 

家事・育児を行う男性は、時間の使い方が効率的で、仕事もできる 

男性も家事・育児を行うことは当然である 

子どもにいい影響を与える 

(％) 

男性が家事・育児を行うことについてのイメージ（全国） 

資料：内閣府「女性の活躍に関する世論調査(2015)」による。 

 男性が家事・育児を行うことについては、「子どもにいい影響を与える」と答えた回答56.5％と最も高く、また「男性が家事・育児を行うことは当然であ
る」と答えた割合も50％を超えている（複数回答）。 

総数（N=3,037人、M.T.=215.7％） 
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特に必要なことはない 

その他 

男性の家事・育児などについて、啓発や情報提供、相談窓口の設置、 

技能の研修を行うこと 

男性が家事・育児などを行うための、仲間（ネットワーク）作りをすすめること 

労働時間短縮や休暇制度、テレワークなどのICTを利用した多様な働き方を普及す

ることで、仕事以外の時間をより多く持てるようにすること 

男性が家事・育児などに参加することに対する女性の抵抗感をなくすこと 

年配者や周囲の人が夫婦の役割分担などについて当事者の考え方を尊重すること 

社会の中で、男性による家事・育児などについても、その評価を高めること 

男性が家事・育児などに参加することに対する男性の抵抗感をなくすこと 

男性による家事・育児などについて、職場における上司や周囲の理解を進めること 

夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること 

男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加するために必要なこと（全国） 

資料：内閣府「男女共同参画に関する世論調査(2016)」による。 

 「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること」との回答が最も高くなるとともに、「職場における上司や周囲の理解を進めること」「男性の抵
抗感をなくすこと」も50％以上となっている（複数回答）。 

総数（N=3,059人、M.T.=377.9％） 

％ 
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25.8  

27.4  

39.7  

39.9  

52.1  

0 10 20 30 40 50 60 70

わからない 

特にない 

その他 

女性が地域活動のリーダーになることについて、啓発や情報提供・研修を行うこと 

女性が地域活動のリーダーに一定の割合でなるような取組を進めること 

女性が地域活動のリーダーになることに対する女性自身の抵抗感をなくすこと 

社会の中で、女性が地域活動のリーダーになることについて、その評価を高めること 

女性が地域活動のリーダーになることに対する男性の抵抗感をなくすこと 

女性が地域活動のリーダーになるために必要なこと（全国） 

資料：内閣府「男女共同参画に関する世論調査(2016)」による。 

 「女性が地域活動のリーダーになることに対する男性の抵抗感をなくすこと」との回答が52.1％と最も高くなっている（複数回答）。 

総数（N=3,059人、M.T.=196.1％） 

％ 
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